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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】 
 平成19年６月21日に提出いたしました第53期中（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日）半期報告書の記

載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。  

２【訂正事項】 
 第一部 企業情報  

第５ 経理の状況  

中間財務諸表等  

（1) 中間財務諸表  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

注記事項  

（有価証券関係）  

３【訂正箇所】 
訂正箇所は＿線で示しております。  

第一部【企業情報】 

第５【経理の状況】 

【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（訂正前）  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1)有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(1)有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

  

 時価のないもの 

同左 

  (2)たな卸資産 

商品 

生鮮食品 

最終仕入原価法による原価

法 

店舗在庫商品（除生鮮食品）  

売価還元法におる原価法  

(2)たな卸資産 

同左 

(2)たな卸資産 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 
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（訂正後）  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

―――― 

  

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式  

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式  

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

  

 時価のないもの 

同左 

  (2)たな卸資産 

商品 

生鮮食品 

最終仕入原価法による原価

法 

店舗在庫商品（除生鮮食品）  

売価還元法におる原価法  

(2)たな卸資産 

同左 

(2)たな卸資産 

同左 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 
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 注記事項  

  （有価証券関係）  

（訂正前）  

前中間会計期間末（平成18年３月31日）  

＜略＞  

 当中間会計期間末（平成19年３月31日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

 前事業年度末（平成18年９月30日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 33,348 88,460 55,111 

合計 33,348 88,460 55,111 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 13,000 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 32,748 96,751 64,002 

合計 32,748 96,751 64,002 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 13,000 
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（訂正後）  

前中間会計期間末（平成18年３月31日）  

＜略＞  

 当中間会計期間末（平成19年３月31日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

 前事業年度末（平成18年９月30日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない有価証券の主な内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 33,348 88,460 55,111 

合計 33,348 88,460 55,111 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 

  

3,000 

(2) その他有価証券    

非上場株式 13,000 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 32,748 96,751 64,002 

合計 32,748 96,751 64,002 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 

 (2) その他有価証券 

3,000 

  

非上場株式 13,000 
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